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●説明部局 内閣府政策統括官（防災担当） 

 

 

●説明事項 １ 地震・火山・大規模水害対策等の取り組みの現状と今後 

      ２ 災害時要援護者対策について 

      ３ 国民運動の推進について 
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地震・火山・大規模水害対策等の
取り組みの現状と今後

災害による被害額は世界的に増大傾向災害による被害額は世界的に増大傾向

出典： EM-DAT   International Disaster Database, Université catholique de Louvain
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１時間降水量 ５５００ ㎜以上の降水の発生回数
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出典：気象庁資料より国土交通省において作成

S51～60

平均平均 44..77回回

我が国でも豪雨が増加我が国でも豪雨が増加

出典：「日本の水資源」（国土交通省土地・水資源局水資源部）を国土交通省において加筆
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長期的に見ると多雨と小雨の変動幅が増大長期的に見ると多雨と小雨の変動幅が増大



1:25,000デジタル標高地形図「東京区
部」を使用し、概略の等高線を描画し
た。
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標高－１ｍ（概ねの朔望平均干潮位）

標高０ｍ（概ねの平均潮位）

標高１ｍ（概ねの朔望平均満潮位）

標高３ｍ（伊勢湾台風
が来襲したと想定した
場合の潮位３～４ｍ）

出典：国土地理院資料

※河川・湖沼等の水面の面積については含まない
※国土数値情報をもとに作成
３次メッシュ（1km×1km）の標高情報が潮位を下
回るものを図示。 面積、人口の集計は３次メッシュ

データにより行っている

出典：国土地理院地図を基に国土交通省作成

＊面積、人口は朔望平均満潮位以下の数値
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台東区
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脆弱な条件の土地にも多くの人口と資産が集積脆弱な条件の土地にも多くの人口と資産が集積

○江東区を中心とする
ゼロメートル地帯は、
戦後地盤沈下が進
行し、絶え間ない
排水作業を続けて
浸水を防ぎ続けて
いる状況。
○ここに、１７６万人の
人々が生活

被害額被害額浸水域内人口浸水域内人口

7070億円億円6060万人万人

被害額被害額浸水域内人口浸水域内人口

3434兆円兆円232232万人万人
被害額は一般資産被害＋農作物等被害

昭和22年洪水氾濫実績

台風の規模は同じでも台風の規模は同じでも被害被害は段違いに拡大は段違いに拡大
現況氾濫計算
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阪神・淡路
大震災以降
の最大
震度６弱
以上の
震源

H13．3 芸予地震 最大震度６弱
H15. 5 三陸南地震 〃 ６弱
H15. 7 宮城県北部地震〃 ６強
H15. 9 十勝沖地震 〃 ６弱
H16.10 新潟県中越 〃 ７
H17. 3 福岡県西方沖 〃 ６弱
H17. 8 宮城県沖 〃 ６弱

我が国では地震はいつどこで
発生してもおかしくない

印＝

三陸沖～房総沖の海溝
寄りのプレート間大地震
（津波地震）Mt＊8.2前後 20%程度※
（正断層型）M8.2前後 4～7%程度※
＊津波の高さから求める地震の規模
※特定海域では、この数値よりも低い

茨城県沖
M6.8程度 90%程度

３４ 立川断層帯
M7.4程度 0.5～2%

その他の南関東の地震
M6.7～7.2程度 70%程度

東海地震
M8程度 87%

３５ 伊勢原断層
M7.0程度 ほぼ0～0.002%

４３ 富士川河口断層帯
M8程度（±0.5） 0.2～11%

３８ 北伊豆断層帯
M7.3程度 ほぼ0%

５１ 伊那谷断層帯
（前縁断層）M7.8程度 ほぼ0～6%
（境界断層）M7.7程度 ほぼ0～7%

３７ 三浦半島断層群
（武山断層帯）M6.6程度もしくはそれ以上 6～11%
（衣笠・北武断層帯）M6.7程度もしくはそれ以上 ほぼ0～3%
（南部）M6.1程度もしくはそれ以上 発生確率不明

３１ 関東平野北西縁断層帯
（主部）M8.0程度 ほぼ0～0.008%
（平井－櫛挽断層帯）M7.1程度 発生確率不明

４１ 糸魚川－静岡構造線断層帯
（牛伏寺断層を含む区間）M8程度(±0.5)14%

東南海地震
（単独発生時）M8.1前後
（南海地震同時発生時）

M8.5前後
60%程度

３６ 神縄・国府津－松田断層帯
M7.5程度 0.2～16%

大正型関東地震
M7.9程度 ほぼ0～1%

地震動予測地図（関東周辺部）地震動予測地図（関東周辺部）

文部科学省地震調査研究推進本部資料
なお、下の図の着色された分布図については、改訂版が平成１８年９月２５日に発表されている。詳しくは、右のサイト参照（http://www.jishin.go.jp/main/chousa/06_yosokuchizu/index.htm)

断層帯の名称
地震規模 30年以内に

地震が起こる
確率



○慶長地震（Ｍ7.9）

○宝永地震（Ｍ8.6）

死者5,049人

○安政東海地震（Ｍ8.4）
（３２時間後）

○安政南海地震（Ｍ8.4）

死者2,658人

○東南海地震（Ｍ7.9）

死者1,251人

○南海地震（Ｍ8.0）

死者1,330人

破壊領域（震源域がしめる範囲）
？

南海地震
東南海地震

九

州

１６０５年

１７０７年

１８５４年

１９４４年

１９４６年

１０２年

１４７年

９０年
空白域

１５２年

南海地震 東南海地震

２００６年

東海地震と東南海・南海地震の切迫性東海地震と東南海・南海地震の切迫性
・東海地震

東海地震？

おおむね100～150年の間隔
で発生しており、今世紀前
半での発生が懸念されてお
り、関東から九州にかけて
の広域防災対策を早急に確
立していく必要がある。

・東南海・南海地震

東南海地震(1944)で歪みが解放されず、安政東
海地震(1854)から152年間大地震が発生してい
ないため、相当な歪みが蓄積されていることか
ら、いつ大地震が発生してもおかしくないとみ
られている。
東海地震は唯一直前予知（地震の起きはじめを
とらえる）の可能性がある→予知された場合に
は事前避難・交通規制等の対策を講じる

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の切迫性日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の切迫性

１８９７年宮城県沖地震（Ｍ７．４）、１９７８年宮城県沖地震（Ｍ７．４）

日

海

溝

千

本

島

海

溝 １９９３年釧路沖地震（Ｍ７．５）

１９９４年北海道東方沖地震（Ｍ８．２）

１９６９年北海道東方沖地震（Ｍ７．８）

１９５８年択捉島沖地震（Ｍ８．１）

１９６３年択捉島沖地震（Ｍ８．１）

１８９４年根室沖地震（Ｍ７．９）

１９７３年根室沖地震（Ｍ７．４）

１８９７年宮城県沖地震（Ｍ７．７）

１９３８年福島県東方沖地震（Ｍ７．５）

１８９６年明治三陸地震（Ｍ８．５）

１９５２年十勝沖地震（Ｍ８．２）、２００３年十勝沖地震（Ｍ８．０）

１９３３年昭和三陸地震（Ｍ８．１）

１９６８年十勝沖地震（Ｍ７．９）

１９９４年三陸はるか沖地震（Ｍ７．６）

繰り返し発生繰り返し発生
しているしている

大きな地震大きな地震

近い将来近い将来発生発生
するする

可能性高い可能性高い

赤はマグニチュード８クラス
黒はマグニチュード７クラス



首都直下地震の切迫性首都直下地震の切迫性

南関東で発生した地震（Ｍ６以上、1600年以降）

関
東
大
震
災
（
一
九
二
三
）

２２０年

凡例

●：マグニチュード８クラス
●：マグニチュード７クラス

●：マグニチュード６クラス

Ｍ７クラ
スの地震
が発生す
る可能性

関
東
大
震
災
ク
ラ
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地
震
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東
京
地
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丹
沢
地
震
（
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二
四
）

活動期 静穏期 活動期 静穏期 活動期？

◆首都地域では、２～３百年間隔で関東大震災クラス(M8)の地震

２００～３００年

今後100年以内に発生する可能性はほとんどないことから除外

◆この間に、M７クラスの直下地震が数回発生 現在の「大綱」等の対象

元
禄
関
東
地
震
（
一
七
〇
三
）

マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド

2050年

７．０

災害が多い我が国では、災害リスクマネジメントは
「リスク・コンシャスの時代」の最重要業務の一つ

今後３０年で発生する確率

・火災………………… ２％ 利根川で河川計画上の想定
・交通事故……………２０％ 規模を上回る大洪水が発生
・南海地震……………５０％ する確率…１４％（＋α？）
・東南海地震…………６０％程度
・東海地震……………８７％
・首都直下地震………７０％程度

非常時の対応ぶりは永く語り継がれる

・関東大地震時の避難民への対応ぶりが今でも語られる企業も。
・阪神・淡路大地震の際の対応ぶりも、様々な記録に残っている。
・インターネット上で様々な情報を誰でもいつでも見られる現代
社会においては、災害時の企業や官庁の対応は、これまで以上
に、永く語り継がれる可能性が高い。

（注）地震研究推進本部資料に基づく
(http://www.jishin.go.jp/main/chousa/

06_yosokuchizu/shubun.pdf)
(http://www.jishin.go.jp/main/suihon/

honbu01b/h14r1b.pdf)

温暖化
影響？



戦争による
国土の荒廃「早く多くのものを手に入れる」

ことが最優先の時代

上級財（レジャー消費、
ブランド品等）の消費
に注目が集まった時代

「縮み指向」や
「環境指向」が強まった時代

バブルの発生

リスク・コンシャスの時代

ＷＷⅡ

高度成長

バブル発生

大企業も含め
た企業再編や
倒産等

基本的物資の充足

リスク管理失敗
型倒産の発生、
9.11テロ

成長神話の崩壊

「リスク・コンシャスの時代」への流れ

製造物責任法H6

ISOで危機管理
対応国際標準
規格策定中

会社法改正H17

J-SOX法

H20？

リスク・コンシャス
な対応が非常に
重要となる時代

リスク情報が
あっという間に
多くの国民に
いきわたる

災害の
増加傾向

「リスク・コンシャスの時代」の構図

戦後の「安普請」
の施設の老朽化

これまでの富の蓄積

掲示板、
ブログ等

公益通報
者保護法

地球温暖化

維持管理
段階のリスク
顕在化

ストックの増大

国民の安全確保
等のために必要であれば
企業等にとって不都合
な情報でも公開が強く
求められる時代

（平均的には）

モノに困ら
ない社会

国民も
マスコミも
リスクに対し
鋭敏化

Corporate Social Responsibility
CSR

「得なければ
ならないもの」より
「失っては困るモノ」
の方が圧倒的に
重みを持つ

H17改正
会社法

Sarbanes・Oxley Act
J-SOX法

Product Liability
PL法



国が進める災害リスクマネジメント国が進める災害リスクマネジメント

リスク対策

リスク
コミュニケ
ーション

○ハザードマップ
○地震発生確率評価
○ゆれやすさマップ

○被害想定

○大綱、地震防災戦略
（数値目標等を
掲げた成果マネ
ジメント）

○建築物や橋梁等の耐震化（予防的リスク軽減）
○災害復旧事業（被災後のリスク軽減）

新宿区

港区

中央区

千代田区

環状６号線

環状７号線

新宿区

港区

中央区

千代田区

新宿区

港区

中央区

千代田区

環状６号線

環状７号線

焼失棟数の評価例
<冬の18時で風速15mの場合>

戦略的対応

リスク分析
リスク評価

○国民運動
（自助、共助、公助
があいまった災害に
強い国づくり）

○災害教訓の伝承

○ ＢＣＰ促進
（ガイドライン作成等を通じた
社会の災害対応力の強化）

○保険、地震債券等（リスク移転金融手法） ○緊急地震速報、○調査・研究

○災害救助法に基づく金銭支給、物資給与その他の救助措置（個人等リスク軽減）

地震対策に関する計画フロー

１．被害想定

２．地震対策大綱

３．地震防災戦略

４．地震応急対策活動要領

・建築物、火災、人的被害、交通・輸送施設、供給・処理
施設、通信情報システム等の被害予測

・予防から、応急、復旧・復興までの対策のマスタープラン

・定量的な減災目標と具体的な実現方法を定める

・地震発生時の各省庁の具体の役割や応援規模等を定める
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警
戒
宣
言

●
地
震
防
災
警
戒

本
部
設
置

●
救
助
・
救
急
・
消

化
部
隊
の
周
辺

へ
の
派
遣

●
救
護
班
を
す
ぐ
に

派
遣
で
き
る
体
制

の
整
備

●
必
要
な
交
通
規
制

の
実
施

東
海
地
震

注
意
情
報

（
前
兆
現
象
で

あ
る
可
能
性

が
高
ま
っ
た

場
合
）

●
必
要
な
職
員
の
参

集
や
情
報
連
絡
体

制
の
確
保

●
官
邸
対
策
室
の
設

置
●
救
助
・
救
急
・
消
化

部
隊
や
救
護
班
の

派
遣
準
備

●
物
資
の
点
検
や
交

通
規
制
に
備
え
た

準
備

東
海
地
震

観
測
情
報

（
前
兆
現
象
で

あ
る
と
直
ち
に

判
断
で
き
な
い

場
合
）

危 険 度

東
海
地
方
で
は
、
安
政
東
海
地
震

(1
85

4)
か
ら

15
2年
間
大
地
震
が
発
生
し
て
い
な
い
た
め
、
相
当
な
歪
み
が

蓄
積
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
い
つ
大
地
震
が
発
生
し
て
も
お
か
し
く
な
い
と
み
ら
れ
て
い
る
。

東
海
地
震
は
唯
一
直
前
予
知
（
地
震
の
起
き
は
じ
め
を
と
ら
え
る
）
の
可
能
性
が
あ
り
、
予
知
さ
れ
た
場
合
に
は

事
前
避
難
・
交
通
規
制
等
の
対
策
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

大
規
模
地
震
対
策
特
別
措
置
法
に
基
づ
い
て
、
地
震
観
測
体
制
の
強
化
や
地
震
予
知
に
対
応
し
た
防
災
体

制
の
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
地
震
財
特
法
に
基
づ
い
て
、
財
政
上
の
特
例
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
。

想
定
震
源
域
と
震
度
分
布

想
定
震
源
域 津
波
波
高
分
布

 

地
震
防
災
対
策
強
化
地
域

８
都
県
1
7
4
市
町
村
（
平
成
1
8
年
４
月
１
日
現
在
）

：
昭
和
5
4
年
８
月
７
日
指
定
時
の
範
囲

地
震
防
災
戦
略

東
海
地
震
対
策
大
綱

発
災
後
被
災
状
況
等
の
情
報
が
な
い
段
階
で
も
、
被
害
想
定
等

に
基
づ
き
応
援
部
隊
派
遣
や
応
援
物
資
搬
送
を
緊
急
に
実
施

具
体
目
標
例
：
住
宅
の
耐
震
化
率
7
5
％
→
9
0
％
へ

震
度
６
弱
以
上
ま
た
は
津
波
の

浸
水
深
２
ｍ
以
上
と
予
想
さ
れ
る
地
域
等

住
宅
の
耐
震
診
断
、
耐
震
補
強
の
緊
急
実
施

・ ・ ・

●
連
絡
要
員
の
確

保



東
南
海
・
南
海
地
震
対
策
の
概
要

震
源
域
と
震
度
分
布

被
害
想
定

●
全
壊
棟
数

●
死
者
数

（
う
ち
津
波
被
害

●
経
済
被
害

約
３
３
万
棟
～
約
３
６
万
棟

約
１
万
２
千
人
～
約
１
万
８
千
人

約
３
，
３
０
０
人
～
８
，
６
０
０
人
）

約
５
７
兆
円

・
推
進
地
域
外
も
含
め
た
対
策
の
総
合
的
計
画

１
．
津
波
防
災
体
制
の
確
立

２
．
広
域
防
災
体
制
の
確
立

３
．
計
画
的
か
つ
早
急
な
予
防
対
策
の
推
進

４
．
東
南
海
・
南
海
地
震
の
時
間
差
発
生
に
よ
る
災

害
の
拡
大
防
止

死
者
数

約
１
７
，
８
０
０
人

約
９
，
１
０
０
人

経
済
被
害
額

約
５
７
兆
円

約
３
１
兆
円

今
後
１
０
年
間
で
死
者
数
、
経
済
被
害
額
を
半
減

震
源
域

津
波
の
高
さ
（
満
潮
時
）

津
波
の
波
源
域

地
震
防
災
対
策
推
進
地
域

小
笠
原
諸
島

東
南
海
・
南
海
地
震
は
、
お
お
む
ね

10
0～

15
0年
の
間
隔
で
発
生
し
て
お
り
、
今
世

紀
前
半
で
の
発
生
が
懸
念
さ
れ
て
い
る
。

東
南
海
・
南
海
地
震
に
係
る
特
別
措
置
法
に
基
づ
き
、
推
進
地
域
を
指
定
し
て
計
画
を

策
定
し
、
観
測
施
設
、
避
難
地
・
避
難
路
、
消
防
用
施
設
の
整
備
等
を
推
進
し
て
い
る
。

東
南
海
・
南
海
地
震
対
策
大
綱

2
1
都
府
県
4
0
3
市
町
村

（
平
成
1
8
年
４
月
１
日
現
在
）

地
震
防
災
戦
略

水
門
等
の
自
動
化
・
遠
隔
操
作
化
、
津
波
避
難
地
・
避
難
路
の

確
保
や
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
整
備
等

具
体
目
標
例
：
津
波
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
策
定
率
1
0
0
％
へ

津
波
防
災
訓
練
全
沿
岸
市
町
村
で
実
施

震
度
６
弱
以
上
ま
た
は
津
波
の

浸
水
深
２
ｍ
以
上
と
予
想
さ
れ
る
地
域
等

津
波
避
難
意
識
の
向
上

・ ・



日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
地
震
対
策
の
概
要

対
象
地
震
の
最
大
震
度
の
重
ね
合
わ
せ

５
道
県
1
19
市
町
村

（
平
成
1
8
年
４
月
１
日
現
在
）

震
度
６
弱
以
上
ま
た
は
津
波
の

浸
水
深
２
ｍ
以
上
と
予
想
さ
れ
る
地
域
等

地
震
防
災
対
策
推
進
地
域

宮
城
県

岩
手
県

青
森
県

津
波
高
さ
の
最
大
値

被
害
想
定

●
全
壊
棟
数

●
死
者
数

（
う
ち
津
波
被
害
）

●
経
済
被
害

約
１
万
４
千
～
２
万
１
千
棟

約
９
０
～
２
９
０
人

（
約
７
０
～
２
８
０
人
）

約
１
．
３
兆
円

１
．
津
波
防
災
対
策
の
推
進

２
．
揺
れ
に
強
い
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

３
．
積
雪
・
寒
冷
地
域
特
有
の
問
題
へ
の
対
応

日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
地
震
対
策
大
綱

・
避
難
地
・
避
難
路
の
確
保
や
津
波
避
難
ビ
ル
等
の
整
備
、

住
民
意
識
の
啓
発
と
訓
練

・
沿
岸
地
域
の
孤
立
危
険
性
へ
の
対
応

・
漂
流
物
に
よ
る
災
害
等
の
二
次
災
害
の
防
止

約
９
，
４
０
０
棟

約
５
１
０
～
２
，
７
０
０
人

（
全
て
津
波
に
よ
る
被
害
）

宮
城
県
沖
地
震

明
治
三
陸
タ
イ
プ
地
震

2025 10 515 0m

冬
期
道
路
交
通
の
確
保
、
豪
雪
・
寒
冷
地
に
お
け
る
避

難
生
活
環
境
の
確
保
、
雪
崩
対
策
等

日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
周
辺
で
は
、

大
き
な
地
震
が
繰
り
返
し
発
生
し
て

お
り
、
近
い
将
来
発
生
す
る
可
能
性

が
高
い
と
さ
れ
て
い
る
。

日
本
海
溝
・
千
島
海
溝
周
辺
海
溝

型
地
震
に
係
る
特
別
措
置
法
に
基

づ
き
、
推
進
地
域
を
指
定
し
て
計
画

を
策
定
し
、
観
測
施
設
、
避
難
地
・

避
難
路
、
消
防
用
施
設
の
整
備
等

を
推
進
し
て
い
る
。

地
震
防
災
戦
略

は
現
在
策
定
中

・ ・



避
難
者
最
大
約
７
０
０
万
人

(そ
の
う
ち
避
難
所
生
活
者
は
約
４
６
０
万
人
）

首
都
直
下
地
震
対
策
の
概
要

首
都
地
域
で
は
、
関
東
大
震
災
ク
ラ
ス

(M
8)
の
地
震
が
起
き
る

の
は
２
～
３
百
年
間
隔
で
あ
る
が
、
こ
の
間
に

M
７
ク
ラ
ス
の
直
下

地
震
が
数
回
発
生
し
て
お
り
、
切
迫
性
が
高
い
と
考
え
ら
れ
る
。

想
定
震
源
域
と
震
度
分
布

被
害
想
定

●
全
壊
棟
数

●
死
者
数

●
経
済
被
害

約
８
５
万
棟

約
１
１
，
０
０
０
人

約
１
１
２
兆
円

帰
宅
困
難
者
最
大
約
６
５
０
万
人

新
宿
区

港
区

中
央
区

千
代
田
区

荒
川

新
宿
区

港
区中
央
区

千
代
田
区

焼
失
棟
数
分
布

１
．
首
都
中
枢
機
能
の
継
続
性
確
保

２
．
建
築
物
の
耐
震
化
、
火
災
対
策
等
の
推
進

４
．
地
域
防
災
力
、
企
業
防
災
力
の
向
上

５
．
広
域
防
災
体
制
の
確
立

首
都
直
下
地
震
対
策
大
綱

耐
震
化
、
B
C
P
（
事
業
継
続
計
画
）
の
策
定
・
実
行
等

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
・
イ
ン
フ
ラ
の
多
重
化

３
．
膨
大
な
避
難
者
、
帰
宅
困
難
者
の
対
策

死
者
数

約
１
１
，
０
０
０
人

約
５
，
６
０
０
人

経
済
被
害
額

約
１
１
２
兆
円

約
７
０
兆
円

今
後
１
０
年
間
で
死
者
数
を
半
減
、
経
済
被
害
額
を
４
割
減

地
震
防
災
戦
略

具
体
目
標
例
：
住
宅
・
特
定
建
築
物
の
耐
震
化
率
7
5
％
→
9
0
％
へ

事
業
継
続
策
定
企
業
の
割
合
大
企
業
ほ
ぼ
全
て

中
堅
企
業
過
半

揺
れ
に
よ
る
全
倒
棟
数
分
布

（
都
心
部
拡
大
図
）

都
県
域
を
超
え
た
広
域
的
な
被
害

荒
川
沿
い
の
全
壊
棟
数
が
顕
著

木
造
密
集
市
街
地

(環
６
、
環
７

沿
い

)の
焼
失
が
顕
著

都
心
部
で
は
不
燃
化
が
進
展



首都の経済
中枢機能支障

交通ネットワーク
機能支障

６．２兆円

＜機能支障＞

■被災地域内 ■国内（被災地域外） ■海外

冬夕方冬夕方66時、風速毎秒時、風速毎秒1515ｍｍ

うち、建物被害が
５５．２兆円

約１１２兆円

６６．６兆円

合計３９．０兆円
（１３．２兆円 ２５．２兆円 ０．６兆円）

被害額

物的被害

人的被害 間接被害
（生産額の低下）

直接被害
（復旧費用）

間接被害（交通寸断
による機会損失・時間損失）

計算
条件

経済被害経済被害（東京湾北部地震（東京湾北部地震M7.3M7.3））

具体的な影響例具体的な影響例
阪神淡路大地震の際の
交通機関の復旧日数

電気 ６日
ガス ８４日
水道 ４２日
（本復旧は９０日）

電話 １日（交換機系）
下水道 ９３日
（本復旧１，５６１日）

阪神淡路大地震の際の
ライフラインの復旧日数

首都圏の場合、
経済中枢部への被害に
加え、オンリー１の技術を
持つ町工場や、中小ＩＴ企業
の被災により、サプライ
チェーンの思わぬ破綻が

生じる可能性

鉄道 神戸市営鉄道 ７３日
JR東海道・山陽線 ７４日
JR山陽新幹線 ８１日
阪急電鉄 １４６日
山陽電鉄 １５２日
神戸電鉄 １５６日
阪神電鉄 １６０日
神戸高速鉄道 ２０８日
神戸新交通 ６２２日

道路 阪神高速北神戸線 ３９日
第二神明道路 ３９日
中国自動車道 １８５日
名神高速道路 １９３日
阪神高速湾岸線 ２２７日
阪神高速神戸線 ６２２日



首都直下地震対策の柱首都直下地震対策の柱
「首都直下地震対策大綱」（平成「首都直下地震対策大綱」（平成1717年年99月）の構成月）の構成

首都中枢機能の継続性確保首都中枢機能の継続性確保

膨大な被害膨大な被害へのへの対応対応 ～地震に強いまちの形成～～地震に強いまちの形成～

国民運動の展開国民運動の展開国民運動の展開

発災後３日程度を念頭に置いた目標と対策

（公助、自助、共助）

社会全体で取り組む

計画的かつ早急な予防対策

膨大な避難者、帰宅困難者の対応

地域防災力、企業防災力

広域防災体制の確立 復旧・復興対策

建築物の耐震化
火災対策
居住空間内外の安全確保対策
ライフライン・インフラの確保対策
長周期地震動の推進
文化財保護対策の推進

首都圏広域連携体制
救助・救命対策
消火活動
災害時要援護者
保健衛生・防疫対策
ボランティア活動環境整備

震災廃棄物処理対策
ライフライン・インフラの
復旧対策
首都復興のための総合
的検討

首都中枢機能の継続性確保首都中枢機能の継続性確保
継続性を確保すべき首都中枢機能の構成継続性を確保すべき首都中枢機能の構成

ライフライン・情報インフラ・交通インフラ（電力、情報・通信施設、交通施設）

ヒト、モノ・金、情報

政治中枢
（国会）

行政中枢
（中央省庁）

経済中枢
金融決済機能
都市銀行

首
都
中
枢
機
関

政治・行政活動、経済・産業活動の枢要部分は首都地域特有の機能。
被災時の影響は、全国、海外へと広域的に波及。

出所）官邸HP



首都中枢機能の継続性確保首都中枢機能の継続性確保のポイントのポイント

例えば、中央省庁では、以下の機能を維持

発災直後～

・緊急災害対策本部の設置
おおむね２時間以内

被害状況の把握、適切な応急対策の実施その後、時々刻々

・必要な調整・指示

発災後３日間においても最低限果たすべき目標を設定

出所）官邸HP

・国として重要なアナウンスの発信

・通信連絡手段の継続的確保
・危機管理センターへの情報集約・共有化
・閣僚、緊急参集チームの参集
・被災規模を把握、基本的な対処方針決定

首都直下地震対策特有の問題首都直下地震対策特有の問題

避難者避難者の発生量の発生量

が、最近の他のが、最近の他の

地震事例とは比地震事例とは比

較にならない較にならないぐらぐら

いい膨大な規模と膨大な規模と

なる恐れがあるなる恐れがある

新潟県
中越地震

阪神・淡路
大震災

約１０万人 約３０万人
避難所
への避
難者数

首都直下地震
（東京湾北部地震）

約４６０万人

避難者数
（疎開者を含む）

約７００万人



首都直下地震対策特有の問題首都直下地震対策特有の問題

帰宅困難者帰宅困難者の問題に関の問題に関

しては、ほとんど未経験しては、ほとんど未経験

の状況に対する対応がの状況に対する対応が

迫られることになる迫られることになる

新潟県
中越地震

阪神・淡路
大震災

わずか 少ない
約６５０万人

首都直下地震
（東京湾北部地震）

一斉帰宅困難者を減らす対策

企業・学校の自社従業員や教職
員・児童生徒等の一定期間の収容

災害用伝言ダイヤル等の活用

想定される帰宅困難者の数が膨大数が膨大

帰宅困難者数 約約650650万人（昼１２時）万人（昼１２時）

一斉に帰宅行動をとろうとすると混乱

平日昼間の帰宅困
難者の多くは、企業、
学校に所属

一斉帰宅行動者の軽減

企業や学校の協力による

対応策

被災地での救援活動の戦力に！

帰宅困難者

出所）新宿区HP

＝被災者

※朝５時の場合 約１６万人

食糧、飲料水等の備蓄

徒歩帰宅支援 等

帰宅困難者対策帰宅困難者対策

むやみに移動を開始しないという
基本原則の周知・徹底

安否確認システムの活用

出所）新宿区ＨＰ



想定される避難所生活者の数が膨大数が膨大

避難所生活者数の軽減

避難所生活者数 最大最大460460万人万人

対応策

ホテル・旅館の活用疎開、帰省の奨励・斡旋 既存ストック（空き
家、空き部屋）利用

阪神・淡路大震災で30万人、
新潟県中越地震で10万人

出所）神戸市HP

避難所の確保のほか・・・

多様なメニュー 東京都内の空き家数は67万戸

避難者対策避難者対策

巨大災害へ対する国の対応の方向（巨大災害へ対する国の対応の方向（ⅠⅠ））

巨大海溝型地震発生時期の接近や大都市直下型巨大海溝型地震発生時期の接近や大都市直下型
地震の発生を見据えた、地震災害対策の充実地震の発生を見据えた、地震災害対策の充実

→取り組むべき課題はなお山積→取り組むべき課題はなお山積

南海地震 東南海地
震 東

海
地
震

例

過去、東南海地震と南海地震は、
①同時発生の場合、②数日の差で発生

する場合、③数年差で発生する場合が混在。
片方の地震が発生した後、後発地震が発生
するまでの間における、混乱防止、避難、
通行規制、観測等の各種緊急対策

について要検討

東海地震がすぐに起きなかった
場合、東海地震に加えて東南海地震、
南海地震が全て連動した巨大地震が発生
する可能性。そのような場合に備えた
対策が、しばらくすると必要に。



巨大災害へ対する国の対応の方向（巨大災害へ対する国の対応の方向（ⅡⅡ））

ハード対策の対応力を大きく上回る大規模水害のハード対策の対応力を大きく上回る大規模水害の
発生を見据えた大規模洪水対策プログラムの充実発生を見据えた大規模洪水対策プログラムの充実

→大規模水害は、直前に発生予測可能。その予測を住民等の的確な→大規模水害は、直前に発生予測可能。その予測を住民等の的確な
行動に結びつける方策や、行政機関等の効果的な対応のあり方等行動に結びつける方策や、行政機関等の効果的な対応のあり方等
要検討事項多数。要検討事項多数。

！
気象等予測

浸水域
安全域

わしゃ
逃げん

それ
逃げろ！

巨大災害へ対する国の対応の方向（巨大災害へ対する国の対応の方向（ⅢⅢ））

火山噴火対策の充実火山噴火対策の充実
→火山情報を住民等が避難するための分かりやすいものとするとともに、火山情報→火山情報を住民等が避難するための分かりやすいものとするとともに、火山情報
に対応した避難体制を確立し、火山周辺の自治体の地域防災計画、ハザードマッに対応した避難体制を確立し、火山周辺の自治体の地域防災計画、ハザードマッ
プに反映させる。訓練・防災教育により住民等の意識啓発を図る。噴火予知技術プに反映させる。訓練・防災教育により住民等の意識啓発を図る。噴火予知技術
の向上を図る。の向上を図る。

北方領土

伊豆・小笠原諸島

薩南諸島

日本に存在する108の活火山 富士山の火山防災マップ



災害時要援護者対策について 

 

◎近年の自然災害の犠牲者に占める高齢者の割合は大きく、災害被害を

軽減していくためには、高齢者、障害者等の災害時要援護者対策の充

実強化を図る必要。 

 

◎内閣府では、関係省庁と連携し、平成 17 年３月に「災害時要援護者の

避難支援ガイドライン」を策定（本年３月に改訂）。市町村を中心とす

る取組みを促進しているところ。 

 

○「ガイドライン」のポイント（全体構成は別添１参照） 

・災害時要援護者の避難支援は、自助・地域（近隣）の共助を基本とし、

市町村による避難準備情報等の適時の発令、消防団や自主防災組織、

福祉関係者等の連携による要援護者及び避難支援者までの迅速・確実

な伝達体制の整備が必要。 

 

・また、要援護者に関する情報を平常時から収集、管理し、関係者間で

共有するとともに、ひとり一人の要援護者に対して避難支援者を定め

る等、具体的な避難支援計画（避難支援プラン）を策定しておくこと

が必要（避難支援プランについては別添２参照）。 

 

・災害時要援護者の避難支援体制を整備していくに当たっては、幅広い

層の地域住民の理解を深め、避難支援訓練等への参加を促進すること

が重要。 

 

・また、防災のみならず、声かけ・見守り活動や犯罪抑止活動等、地域

における各種活動を通じて人と人とのつながりを深めるとともに、要

援護者が自ら地域にとけこんでいくことができる環境づくりに努めて

いくことが必要。 

 

 

 



別添１

災害時要援護者の避難支援ガイドライン（概要）

対策：避難準備情報の発令、災害時要援護者支援班の設置 等

課題１ 情報伝達体制の整備

対策：同意・手上げ・共有情報方式による要援護者情報の収集・共有 等

課題２ 災害時要援護者情報の共有

対策：要援護者一人ひとりの避難支援プランの策定 等

課題３ 災害時要援護者の避難支援計画の具体化

＜平成１７年３月策定版＞

対策：関係機関共有方式（個人情報の避難支援体制の整備のための目的外利用・第
三者提供）の積極的活用 等

課題２ 災害時要援護者情報の共有

対策：避難所における要援護者用窓口の設置、福祉避難所の設置・活用の促進 等

課題４ 避難所における支援

対策：福祉サービスの継続（ＢＣＰ）、保健師・看護師等の広域的な応援、
要援護者避難支援連絡会議（仮称）の設置 等

課題５ 関係機関等の間の連携

＜平成１８年改訂版＞

新規

「災害時要援護者の避難対策に関する検討会」での検討「災害時要援護者の避難対策に関する検討会」での検討

新規

対策：インターネット、災害用伝言ダイヤル等、多様な手段の活用による通信の
確保 等

課題1 情報伝達体制の整備

充実

充実

課題３ 災害時要援護者の避難支援計画の具体化

充実対策：防災に強いまちづくりの重要性の明確化 等
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避
難
支
援
プ
ラ
ン
・
個
別
計
画
記
載
例

平
成

年
月
日

○
○
市
長
殿

私
は
、
災
害
時
要
援
護
者
登
録
制
度
の
趣
旨
に
賛
同
し
、
同
制
度
に
登
録
す
る
こ
と
を
希
望
し

ま
す
。
ま
た
、
私
が
届
け
出
た
下
記
個
人
情
報
を
市
が
自
主
防
災
組
織
、
民
生
委
員
、
社
会
福
祉

協
議
会
、
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
、
消
防
署
、
警
察
署
に
提
出
す
る
こ
と
を
承
諾
し
ま
す
。

自
治

区
名

民
生

委
員

TE
L

FA
X

災
害
時
要
援
護
者

＜
高
齢
要
介
護
者
・
一
人
暮
ら
し
高
齢
者
・
障
害
者
・
そ
の
他
（

）
＞

住
所

氏
名

（
男
・
女
）

TE
L

Ｆ
Ａ
Ｘ

生
年

月
日

緊
急
時
の
家
族
等
の
連
絡
先

住
所

氏
名

続
柄
（

）
TE

L

居
住
建
物

の
構
造

普
段
い
る
部
屋

寝
室
の
位
置

家
族
構
成
・
同
居
状
況
等

妻
と
二
人
の
老
夫
婦
世
帯
。
長
男
・
次
女

は
い
ず
れ
も
結
婚
し
て
県
外
に
居
住
・
・
・
。

木
造
二
階
建
て
、
昭
和
○
年
着
工
。

氏
名

続
柄
（

）
住
所

TE
L

特
記
事
項

要
介
護
度
４
で
一
人
で
は
歩
行
が
困
難
。
人
工
透
析
を
受
け
て
い
る
。
聴
覚
障
害
も
あ
り
、
手
話

通
訳
が
必
要

住
所

氏
名

続
柄
（

）
TE

L

氏
名

続
柄
（

）
住
所

TE
L

緊
急
通
報
シ
ス
テ
ム

（
あ
り
・
な
し
）

避
難
支
援
者

（
表
）

情
報
共
有
に
つ
い
て
の
同
意

木
造
、
鉄
骨

造
、
耐
火
造
、

着
工
時
期
等

肢
体
不
自
由
の
状
況
、
認

知
症
の
有
無
、
必
要
な
支

援
内
容
等
。
特
段
の
必
要

が
な
け
れ
ば
、
プ
ラ
イ
バ

シ
ー
に
配
慮
し
、
病
名
等
を

記
入
す
る
必
要
は
な
い
。

ｲ
ﾝ
ﾀ
ｰ
ﾈ
ｯ
ﾄ（
電
子

メ
ー
ル
、
携
帯
メ
ー

ル
等
）
も
含
め
た
情

報
伝
達
手
段 （
裏
）

そ
の
他

担
当
し
て
い
る
介
護
保
険
事
業
者
名
、
連
絡
先
等

避
難
所

避
難
支
援

者
宅

避
難
所

（
集
会
所
）

豪
雨
時
等
は
マ
ン

ホ
ー
ル
に
注
意

冠
水
に
注
意

避
難
支
援

者
宅

避
難
所
、
注
意
事
項

等
を
記
載
し
、
利
便
性

を
高
め
る

避
難
勧
告
等
の
伝
達
者
・
問
合
せ
先

○
○
×
×
さ
ん
（
自
治
会
副
会
長
）
。
な
お
、
○
○
介
護
セ
ン
タ
ー
か
ら
も
伝
達
予
定
。

※
聴
覚
障
害
の
た
め
、

FA
X
・
直
接
的
な
伝
達
が
必
要

避
難
所
の
要
援
護
者
班
：
○
○
さ
ん
、
△
△
さ
ん
、
□
□
さ
ん

福
祉
避
難
室
：
１
階
和
室

避
難
支
援
プ
ラ
ン
の
策
定
手
順
例

（
関
係
機
関
共
有
方
式
・
同
意
方
式
の
場
合
）

・
避
難
支
援
制
度
の
立
案
（避
難
支
援
プ
ラ
ン
の
様
式
、

自
助
・共
助
・
公
助
の
役
割
分
担
、
関
係
機
関
共
有

方
式
に
よ
り
共
有
す
る
情
報
と
同
意
方
式
に
よ
り
新

た
に
収
集
・
共
有
す
る
情
報
・項
目
の
整
理
）

・
関
係
機
関
共
有
方
式
に
よ
る
情
報
共
有

・
関
係
機
関
共
有
方
式
で
共
有
し
た
情
報
を
地
図
化

や
住
所
順
に
す
る
な
ど
し
、
避
難
支
援
用
に
整
理

・
消
防
団
、
自
主
防
災
組
織
、
福
祉
関
係
者
等
へ
の

説
明
会

・
防
災
関
係
部
局
、
福
祉
関
係
部
局
、
自
主
防
災
組

織
、
民
生
委
員
等
に
よ
る
、
要
援
護
者
本
人
か
ら
の

情
報
収
集
（同
意
方
式
）

・
一
人
ひ
と
り
の
避
難
支
援
プ
ラ
ン
の
策
定
・
整
理

・
消
防
団
、
自
主
防
災
組
織
、
福
祉
関
係
者
等
へ
の

説
明
会

・
避
難
支
援
プ
ラ
ン
の
消
防
団
、
自
主
防
災
組
織
、
福

祉
関
係
者
等
へ
の
配
布
、
訓
練

・
・
以
後
、
関
係
機
関
共
有
方
式
や
同
意
方
式
を
活
用
し
つ

つ
、
日
常
的
に
登
録
情
報
の
更
新
を
実
施
す
る
。

制
度
の
趣
旨
に

つ
い
て
十
分
な

理
解
が
得
ら
れ

る
よ
う
に
適
宜
、

様
々
な
関
係
者

に
対
し
て
開
催

情
報
の
管
理
方
策

に
つ
い
て
も
研
修

避
難
支
援
プ
ラ

ン
（
要
援
護
者
情

報
）
の
提
供
を
受

け
る
者
の
守
秘

義
務
の
確
保

市
町
村
の
広
報

誌
、
パ
ン
フ
レ
ッ

ト
の
配
布
、
地
元

紙
等
の
マ
ス
メ

デ
ィ
ア
の
活
用
、

回
覧
板
等
に
よ

る
制
度
の
周
知



 

誰にでも起こりうる災害被害の脅威 

「減災目標」を社会全体で共有し、生命、財産を守る行動を実践する

国国民民運運動動のの展展開開  

個別施策の浸透は、対象者の意識如何にかかっている 
個別施策の実現は、対象者の行動と投資があって成立する 

国民運動の推進について 
 

 
 

 

地域コミュニティ 
等による共助 

減減災災社社会会のの実実現現にに向向けけてて  
～災害被害を軽減する「備え」の実践～ 

個々人の自覚に

根ざした自助

行政による公助 

個人や企業、地域コミュニティに期待される行動のための重点課題 

①住宅・建築物の耐震化が命を救う 
②ハザードマップで災害リスクを知る 
③生死を分ける津波避難意識 
④防災教育・防災訓練で災害時の行動を身につける 
⑤防災ボランティアと防災まちづくりによる共助の取組み 
⑥経済被害の軽減に向けた企業防災の役割 

 

減減災災目目標標のの達達成成へへ 



災
害
被
害
を
軽
減
す
る
国
民
運
動
の
推
進
に
関
す
る
基
本
方
針
の
概
要

は
じ
め
に
－
安
全
・
安
心
に
価
値
を
見
い
だ
し
行
動
へ
－

・
自
助
、
共
助
、
公
助
の
連
携

・
身
近
な
家
庭
、
企
業
、
地
域
に
お
け
る
息
長
い
行
動
と
投
資

１
防
災
（
減
災
）
活
動
へ
の
よ
り
広
い
層
の
参
加
（
マ
ス
の
拡
大
）

・
地
域
の
祭
り
に
防
災
の
コ
ー
ナ
ー
を

・
防
災
訓
練
の
際
に
家
具
備
品
の
固
定

・
防
災
教
育
の
充
実

学
校
教
育
の
充
実
､大
学
生
の
課
外
活
動

の
促
進
､公
民
館
の
防
災
講
座
の
開
催

２
正
し
い
知
識
を
魅
力
的
な
形
で
わ
か
り
や
す
く
提
供

（良
い
コ
ン
テ
ン
ツ
を
開
発
）

・
絵
本
や
写
真
集
、
紙
芝
居
、
ゲ
ー
ム
等

多
様
な
媒
体
の
活
用

・
災
害
の
体
験
談
の
活
用

紙
芝
居
「
い
な
む
ら
の
火
」

・
安
全
､安
心
を
得
る
た
め
に
自
助
､共
助
､公
助
の
取
組
が
必
要

・
個
人
や
家
庭
、
地
域
、
企
業
等
が
減
災
の
た
め
の
行
動
と
投
資

を
息
長
く
行
う
国
民
運
動
へ

・
自
助
、
共
助
、
公
助
の
連
携

・
身
近
な
家
庭
、
企
業
、
地
域
に
お
け
る
息
長
い
行
動
と
投
資

３
企
業
や
家
庭
等
に
お
け
る
安
全
へ
の
投
資
の
促
進

（
投
資
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
）

・
職
場
や
自
宅
で
安
全
へ
の
投
資
を
促
進

・
ビ
ジ
ネ
ス
街
、
商
店
街
に
お
け
る
防
災

意
識
の
醸
成
（
「
守
る
防
災
か
ら
攻
め
る

防
災
へ
」
）

・
事
業
継
続
計
画
（
B

C
P）
へ
の
取
組
の
促
進

・
自
助
、
共
助
、
公
助
の
連
携

・
身
近
な
家
庭
、
企
業
、
地
域
に
お
け
る
息
長
い
行
動
と
投
資

４
よ
り
幅
広
い
連
携
の
促
進
（
様
々
な
組
織
が
参
加
す
る

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）

・
国
の
機
関
、
自
治
体
、
学
校
、
公
民

館
、
Ｐ
Ｔ
Ａ
、
企
業
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団

体
な
ど
の
連
携

・
自
助
、
共
助
、
公
助
の
連
携

・
身
近
な
家
庭
、
企
業
、
地
域
に
お
け
る
息
長
い
行
動
と
投
資

５
国
民
一
人
一
人
､各
界
各
層
に
お
け
る
具
体
的
行
動
の

継
続
的
な
実
践
（
息
の
長
い
活
動
）

・
地
域
ご
と
に
防
災
活
動
の
推
進
会
議
の

設
置
を
促
進

・
地
域
、
学
校
、
職
場
等
に
お
け
る
防
災

活
動
の
優
良
事
例
の
表
彰

防
災
ﾎ
ﾟｽ
ﾀ
ｰ
ｺ
ﾝ
ｸ
ｰ
ﾙ

防
災
担
当
大
臣
賞

ぼ
う
さ
い
探
検
隊

ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド
を
使
っ
た

帰
宅
困
難
者
支
援
訓
練

耐
震
補
強
工
事
の
一
例




